
令和７年度都区財政調整協議まとまる 

～特別区の配分割合を５５．１％から５６％に変更～ 

財調協議の概要 

◆協議の特徴 

昨年の 12 月２日から始まった令和７年度都区財政調整協議は、本年２月３日の都区協議

会において都区合意に至りました。 

今回の協議は、物価高騰による経済への影響等、都区を取り巻く財政環境の先行きを見通

すことが困難な中での協議となりました。 

また、特別区における児童相談所の設置は、都と特別区の役割分担の大幅な変更に該当す

るため、その関連経費の影響額について、必要な財源が担保されるよう、都区間の配分割合

を見直すという、非常に重要な協議でした。 

配分割合の見直しについては、令和５年度財調協議の結果、令和４年度の協議を継続する

こととなり、都区のプロジェクトチームでの議論を踏まえ、今年度の協議に移行することと

なりました。 

しかしながら、協議では、都区の考え方に相違があり平行線となり、その後、都から、別

紙２「○ 都区間の配分割合等の変更」の追加提案が示されました。 

これに対し区側は、第 4 回財調幹事会において、「区側の考え方については、第 3 回幹事

会までに申し上げてきたが、これまでの検討経緯や区長会における議論の結果、配分割合の

変更と特別交付金の引き上げをセットとして、受け入れると整理されたことを踏まえ、都案

について了承したい。」とし、とりまとめられました。 

また、配分割合の変更とセットとして、都から示された特別交付金の６％への引き上げに

ついて、区側から、「特別交付金の割合が 6％に変更になることを踏まえ、今年度に協議した

事項も含め、次年度に早急にルール作りを行うことが必要だ。」と発言しました。これに対

し都側は、「特別交付金の算定ルールは、都区で議論を積み重ね合意したものであり、都は

そのルールに則って適切に算定していることから、透明性・公平性の確保の観点からも、問

題はないと考えているが、算定ルールについて、都区で議論を行うことは、異論はない。」

という発言がありました。 

特別区相互間の財政調整について、区側は、現在の社会経済状況に応じた対応を図るため、

昨年度に引き続き、既算定経費の見直しを行い、新規・充実の提案に加え、改善項目を整理

し提案を行うなど、特別区間で自主的に調整した内容を基本に整理すべく協議に臨みました。 

協議の結果、自治体システム標準化経費など、一部の事項については協議が整いませんで

したが、投資的経費の見直しなど、23 区間で主体的に調整して提案した事項については、多

くの事項について算定に反映することとなりました。 

引き続きの課題である都区財政調整上の諸課題のうち都市計画交付金については、今回も

都側から前向きな見解や、明確な回答が示されず、踏み込んだ議論とはなりませんでした。
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諸課題については、来年度以降引き続き協議を行い、解決を目指していくこととなります。 

 なお、１月 31 日発表の都の令和７年度予算案では、都市計画交付金が前年度予算から 100

億円増額され、300 億円となりました。 

令和７年度財調フレーム協議 

◆財源見通し 

財調交付金の財源となる調整税等は、市町村民税法人分が増となったことなどにより、２

兆３，１１５億円、今年度と比べ、１，２２２億円、５．６％の増となりました。 

財調交付金総額は、１兆２，９８３億円、６．８％の増となりました。 

基準財政収入額は、特別区民税の増などにより、１兆５，０９７億円、今年度と比べ、１，

２７５億円、９．２％の増となりました。  

基準財政需要額は、各区の実績を踏まえた算定項目の充実や改善を行った結果、２兆７，

３０１億円、今年度に比べ、１，９２７億円、７．６％の増となりました。 

◆主な課題の協議結果 

個別の課題については、以下のような協議が行われました。 

○投資的経費の見直し（建築工事） 

 建築単価について、特別区の実態に見合うよう、各区決算額を踏まえた設定に見直すと

ともに、今後見込まれる需要等を上乗せして提案しました。あわせて、一部施設について、

長寿命化を踏まえた年度事業量の改定を提案しました。また、改築及び改修単価について

は、各区予算単価の上昇率に基づき毎年改定されるよう、物騰率の算出方法を改めること

を提案しました。 

これに対し都側は、各区の決算を基礎とした単価設定は妥当ではなく、客観的な指標で

ある「東京都標準建物予算単価」を用いた現行モデルを改良する形で見直すべき、また、

単価以外の提案内容については、令和５年度財調協議で提起した課題の検証が十分な水準

には至っていないという見解を示しました。 

このため、区側は、都側の意見を踏まえ、「東京都標準建物予算単価」に記載されてい

る、特別区の実態として普遍性が見られる工種や、今後見込まれる需要を含めた検証を行

い、その結果、新たにＺＥＢ化費用など、今後見込まれる需要を反映することで、単価の

乖離もある程度改善できることから、現行モデルの単価を最新のものに更新し、各種補正

などを追加した改良モデル単価を設定しました。また、標準事業規模については、都側の

意見を踏まえ、メニューごとの分析を実施して精査を行い、改めて設定した結果、区側修

正案に沿って整理することとなりました。 

投資的経費の見直しは、平成 25 年度財調協議以来となる大規模な見直しとなりました。 

なお、普通交付金の財源を踏まえた対応として、公共施設改築工事費の臨時的算定を行

うこととなりました。 
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令和６年度財調再調整協議 

市町村民税法人分の増などにより、追加需要算定可能額は最終的に７１１億円となりまし

た。 

協議の結果、公共施設ＬＥＤ灯切替事業費、児童手当給付事業費、私立保育所施設型給付

費等、国民健康保険事業助成費（出産育児一時金）、予防接種費（ＢＣＧ）、予防接種助成事

業費（男性ＨＰＶ）、予防接種助成事業費（小児インフルエンザ）、予防接種費（新型コロナ

ウイルス）、商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分））、【小・中学校

費】学校給食費保護者負担軽減事業費、標準給等の見直し、勤勉手当支給に伴う会計年度任

用職員経費の単価の見直し、首都直下地震等に対する防災・減災対策としての公共施設改築

経費、義務教育施設の新築・増築等経費の起債充当除外の追加算定が行われることになりま

した。 

第２回都区協議会 

以上の協議結果を踏まえ、２月３日に開催された都区協議会において、最終的に合意され

ました。 

会議の席上、区側委員を代表して吉住健一特別区長会会長が発言した内容は別紙３のとお

りです。 

都区協議会の詳細については、下記ホームページにて、録画映像の視聴が可能です。 

https://www.youtube.com/watch?v=gTWyaJ4ByLI 
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都区財政調整協議会のまとめ 
 

 

○ 都区間の配分割合等の変更 

 

 都区財政調整は、基準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする 

仕組みである。 

 都と特別区は、大都市東京を共に支えるパートナーであり、都は、鉄道・

道路ネットワークなどのインフラ整備、無電柱化の推進や調節池等の整備に

よる強靭化、産業力の強化、ゼロエミッションに向けた先進的な取組など、

ハード・ソフト両面において東京の都市基盤や国際競争力を向上させる施策

を行い、特別区は、住民を身近で支えるきめ細かいサービスにより、東京に

おける地域生活を充実させる施策を行うことで、もって東京の持続的発展を

実現していく。 

 都区の緊密な連携のもと、東京が新たなステージへと歩みを進めるに当た

り、今後、令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、いつ起こるとも知れない

首都直下地震等に対し、備えを充実させていく。 

 児童相談所の運営に関する都区の連携・協力については、引き続き円滑に

進めていく。 

 こうした点を踏まえ、特別区の配分割合を 56％とし、併せて、災害対応経

費等に充当される特別交付金の割合を６％に変更する。 

 本合意は、安定的に都区財政調整制度を運営し、東京の未来を共に創り上

げるための合意であり、今後この合意のもと、都区の連携・協力を一層進め

ていく。 

 

 

 
１．新規算定                    ２６項目 

○震災予防対策（防災普及広報等経費）（家具転倒防止器具設置助成事業費） 

○感震ブレーカー設置助成事業費 

○参集・安否確認システム維持管理費 

○行政手続デジタル推進経費 

○公共施設ＬＥＤ灯切替事業費 

○テレワーク運営経費 

○安全安心まちづくり推進事業費（防犯カメラ維持管理費補助金） 

○ひとり親家庭等生活向上事業費 

○高次脳機能障害者支援事業費 

○重層的支援体制整備事業費 

○高齢者補聴器購入費助成事業費 

○生活保護総務費（医療扶助オンライン資格確認等運営負担金） 

別紙２ 
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○放課後児童クラブ事業費及び区立保育所管理運営費 

 （医療的ケア児支援事業費） 

○【投資】放課後児童クラブ新設費 

○予防接種助成事業費（男性ＨＰＶ） 

○予防接種助成事業費（小児インフルエンザ） 

○予防接種費（新型コロナウイルス） 

○予防接種費（五種混合） 

○乳幼児健康診査費（３歳児視力屈折検査） 

○地域公共交通会議運営費 

○【投資・態容補正】自転車走行空間整備事業費 

○【小・中学校費】学校給食費保護者負担軽減事業費 

○コミュニティスクール運営費 

○図書館管理費（電子書籍サービス事業費） 

○パラスポーツ推進事業費 

○能登半島地震を踏まえた災害対応力強化経費（都区連携経費） 

 ２．算定改善等                  ３４項目 

＜算定充実＞     １５項目 

○区議会事務局運営費 

○障害者就労支援事業費 

○指導検査事業費 

○子ども医療費助成事業費 

○放課後児童クラブ事業費 

○私立保育所施設型給付費等 

○心身障害者（児）歯科診療事業費（歯科診療委託） 

○環境施策推進費（低炭素型社会推進費） 

○労働総務費（高齢者就労対策事業助成金） 

○都市計画事務費（都市整備調査委託） 

○【小・中学校費】学校運営費（教育用コンピュータ整備費） 

○【小・中学校費】学校運営費（自動車借上等） 

○教育相談事業費（いじめ・教育相談員及び適応指導教室指導員報酬） 

○芸術鑑賞教室 

○スポーツ推進計画策定経費 

＜事業費の見直し＞   ５項目 

○生活扶助費（中国残留邦人等生活支援給付金） 

○結核予防費（一般患者医療費） 

○結核予防費（入院患者医療費） 

○総務管理費（補償補塡及び賠償金） 

○【態容補正】排水場に要する維持管理費 

＜算定方法の改善等＞  １４項目 

○会計管理費（預金利子） 
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○生活困窮者自立支援事業費 

○重度障害者福祉増進事業費及び老人福祉増進事業費 

○予防接種費（子宮頸がん） 

○予防接種費（ロタウイルス） 

○【単位費用】【態容補正】環境事業推進費（路上喫煙等巡回指導委託） 

○最終処分委託料 

○建築行政費 

○放置自転車等対策事業費 

○【態容補正】自転車駐車場維持管理費 

○【小・中学校費】【単位費用】【密度補正】要保護準要保護児童生徒就学援

助費 

○勤勉手当支給に伴う会計年度任用職員経費の単価の見直し 

○定年引上げに伴う標準給の見直し 

○【投資】投資的経費の見直し（建築工事） 

 ３．その他                      １項目 

＜財源を踏まえた対応＞ 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 
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都区協議会における特別区長会会長発言要旨 
 

今年度の都区財政調整協議は、物価高騰による経済への影響など、都区

を取り巻く財政環境の先行きを見通すことが難しい状況下での協議とな

った。 

今回の協議は、都区間の配分割合を見直すという、大変重要な協議であ

ったと認識している。 

本件は、令和２年度財調協議から、協議を行ってきた。令和５年度財調

協議では協議が整わず、令和４年度の協議を継続することとなった。都区

のプロジェクトチームでの議論を経て、今年度の協議に移行することとな

った。 

足掛け６年にわたる検討となったが、都区双方で真摯に協議を継続して

きた。そうした積み重ねの結果として、合意に至ったと考えている。 

次に、特別区相互間の財政調整については、投資的経費の見直しなど、

区側提案の多くを反映することができた。 

このように協議の取りまとめに至ったのは、都区双方の努力の成果だと

考えている。 

今なお続く、物価高騰の長期化への対応や安全・安心なまちづくり、ま

た少子・高齢化対策など、取り組むべき喫緊の課題が山積している。 

今回の合意により、都と特別区がこれまで以上に連携を深め、東京の未

来を共に創り上げていかなければならないと考えている。 

今後も引き続きの課題などについて、都区が真摯に協議を重ねながら、

課題の解決に当たっていくことを期待して協議案を了承する。 

別紙３ 
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